
 

 
 

  

 

 
担 

 
 

当 

大阪労働局総務部 労働保険適用・事務組合課 

 

電話０６（４７９０）６３４０ 

 

大阪労働局総務部 労働保険徴収課 

 

電話０６（４７９０）６３３０ 

 

大 阪 労 働 局 発 表 

平成２７年５月２８日（木） 

 

 

労働保険（労災保険・雇用保険）の 

年度更新が始まります。 
～労働保険の更新は、社長さんの大事な仕事です。～ 

 

労働保険の保険料は、毎年４月１日から翌年３月３１日までの１年間（これを「保険年度」といいます。）を

単位として計算されることになっており、その額はすべての労働者（雇用保険については、被保険者）に支払わ

れる賃金の総額に、その事業ごとに定められた保険料率を乗じて算定することになっております。 

労働保険では、保険年度ごとに概算で保険料を納付いただき、保険年度末に賃金総額が確定したあとに精算い

ただくという方法をとっております。これを「年度更新」といいます。 

事業主は、前年度の保険料を精算するための確定保険料の申告・納付と新年度の概算保険料を納付するための

申告・納付を６月１日から７月１０日までに行っていただく重要な手続きとなっております。 

手続きが遅れますと、政府が保険料・拠出金の額を決定し、さらに追徴金（納付すべき保険料・拠出金の１０％）

を課すことがあります。 

【 実施時期 】 

平成２７年６月１日（月）から平成２７年７月１０日（金） 

労働保険年度更新申告書の発送は、５月３０日（土）を予定しています。 

【 来庁又は郵送による提出先 】 

  労働保険の申告・納付は、大阪労働局、労働基準監督署または社会保険・ 

労働保険徴収事務センター（年金事務所内）へ提出してください。 

  また、申告時期に合わせて、相談コーナー・集合受付を実施しますので、 

ご利用下さい。 

  なお、申告書と同時に保険料を納付する場合には、日本銀行の本店・ 

支店、代理店、歳入代理店（全国の銀行・信用金庫の本店・支店、郵便局） 

でも申告書の受け取りを行っています。 

 

 

 

 
労働者（パートタイマー、アルバイトを含む）を一人でも雇用していれば 

労働保険に加入する必要があります 

 

大阪労働局 Press Release 



 

電子申請とは、現在紙によって行われている申請や届出などの行政手続を、インターネット

を利用して自宅や会社のパソコンを使って２４時間行えるようにするものです。 

 労働保険の電子申請は、ｅ－Ｇｏｖ（電子政府の総合窓口）からご利用いただけます。     

http://shinsei.e-gov.go.jp/menu/ 

 

年度更新業務の一部を民間事業者に外部委託することとしていますので、ご理解をいただき 

ますよう、お願いいたします。 

 

 

労働保険料等の口座振替納付とは、事業主の皆様が、労働保険料や石綿健康被害救済法に基づ

く一般拠出金の納付について、口座を開設している金融機関に口座振替納付の申込をすることで、

届出のあった口座から金融機関が労働保険料及び一般拠出金を引き落とし、国庫へ振り替えるこ

とにより、納付するものです。 

 

◎ 金融機関等の窓口に出向くことなく、労働保険料の納付ができます。 

 

◎ 一度、口座振替の手続きをしていただければ、翌年度（納期）以降も継続して口座振替 

により納付することができます。 

 

◎ 手数料はかかりません。 

 

【 口座振替の申込手続 】 

口座振替納付開始を希望する納期に応じて以下の締切日までに、申込用紙（「労働保険 保

険料等口座振替納付書送付（変更）依頼書兼口座振替依頼書」）に、ご記入いただき、口座を

開設している金融機関の窓口にご提出ください。 

 

納 期 第１期 第２期 第３期 第４期 

申込締切日 

（金融機関の窓口あて） 
２月２５日 ８月１４日 １０月１１日 １月７日 

（注１：申込締切日が金融機関の休業日の場合は、翌日以降の最初の金融機関の営業日） 

（注２：納期第４期は単独有期事業のみが対象となります。） 

申込用紙は、厚生労働省ホームページからダウンロードしていただけますが、 

労働局の窓口でもお配りしております。 

 

厚生労働省 労働保険 口座振替  検 索 

電子申請の利用方法 

年度更新に係るお知らせ 

労働保険料等の口座振替納付 

http://shinsei.e-gov.go.jp/menu/
http://shinsei.e-gov.go.jp/menu/


 

 

 

 

 

 

１ 労働保険事務組合とは 

事業主の委託を受けて、事業主が行うべき労働保険の事務を処理することについて、厚生労働

大臣の認可を受けた中小事業主等の団体です。 

http://osaka-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/roudou_hoken/hourei_se

ido/_84334/_84347.html 

２ 労働保険事務組合への委託手続は 

労働保険事務組合に労働保険の事務処理を委託するには、まず「労働保険事務委託書」を労働

保険の事務処理を委託しようとする労働保険事務組合に提出します。  

委託する際には、団体への入会金・委託手数料等が必要になる場合がありますので、必ずご確

認ください。 

３ 委託できる事業主は 

企業全体で常時使用する労働者が  

・ 金融・保険・不動産・小売業（飲食店を含む）にあっては５０人以下 

・ 卸売の事業・サービス業にあっては１００人以下 

・ その他の事業にあっては３００人以下 

の事業主 です。 

４ 委託できる事務の範囲は 

労働保険事務組合が処理できる労働保険事務の範囲はおおむね次のとおりです。  

(1) 概算保険料、確定保険料などの申告及び納付に関する事務  

(2) 保険関係成立届、任意加入の申請、雇用保険の事業所設置届の提出等に関する事務  

(3) 労災保険の特別加入の申請等に関する事務  

(4) 雇用保険の被保険者に関する届出等の事務  

(5) その他労働保険についての申請、届出、報告に関する事務  

なお、印紙保険料に関する事務並びに労災保険及び雇用保険の保険給付に関する請求等の事

務は、労働保険事務組合が行うことのできる事務から除かれています。 

５ 事務処理委託のメリットは 

１．労働保険料の申告・納付等の労働保険事務を事業主に代わって処理しますので、事務の手

間が省けます。  

２．労働保険料の額にかかわらず、労働保険料を３回に分割納付できます。  

３．労災保険に加入することができない事業主や家族従事者なども、労災保険に特別加入する

ことができます。 

 

 

中小事業主であれば、年度更新を含め、労働保険の事務処理を労働保険事

務組合に委託することができます。 

 


